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1.   通報情報・違反情報の分析方針
1.1 通報情報の流れ

通報から処分までの通報情報の流れを以下に示す

通報者通報者

国交省国交省
（元下業者（元下業者

による回答）による回答）

他省庁、公取他省庁、公取 等等

法令違反
疑義情報

処分対象業者処分対象業者

国交省、都道府県国交省、都道府県

処分情報
（監督処分）

違反情報
（勧告）

審議

立入検査
要否の
決定

立入検査
審議

立入検査、
処分内容
の決定

[Output情報]
受付

国交省
・本省
・地整
（10局）

都道府県
（47カ所）

下請取引等
実態調査
（紙面調査）

通報情報

元下調査
情報

他法令
違反情報

[Input情報]
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違反事例の現状を整理した結果、１９分類となった

1.2 通報情報、違反情報の分析方法

分析対象の情報

Input情報/Ｏｕｔｐｕｔ情報の
詳細データ

•平成20年度下請取引等実態調
査

•低価格受注問題検討委員会報
告書

•建設業者の不正行為等に関す
る情報交換コラボレーションシス
テムデータ

Input情報/Ｏｕｔｐｕｔ情報の
件数データ

•平成19年度外部通報による法
令違反疑義情報の受付件数

•平成19年度に国土交通省が実
施した建設業法に基づく監督処
分の件数

•平成19年度に国土交通省が実
施した建設業法に基づく勧告の
件数

分析方法

＜通報内容の内訳19分類＞
1. 監理技術者等の設置・選任義務違反
2. 営業所専任技術者の勤務実態等疑義
3. 下請代金の支払遅延等
4. 契約書面の交付義務違反
5. 無許可業者との取引
6. 一括下請負
7. 下請代金の決定方法が不適切
8. 経営事項審査の虚偽申請
9. 施工体制台帳等の作成不備
10. 無許可営業
11. 手抜き工事
12. 赤伝処理
13. 営業所の営業実態がない
14. 建設業許可の申請虚偽
15. 一般建設業者からの高額下請
16. 見積方法が不適切
17. 帳簿の備え付け不備
18. 元請業者の監督不適正
19. その他（他法令違反等）

通報等の内容を整理して分析

①具体的な違反
事例より19分類
にモデル化

分析の整理

②想定対策の整理

②モデル化した
違反事例より対
策案仮説を策定

•モデル図による違反事例の
ステークホルダー間の関係
性（2章）

①現状の整理

•対策案の仮説（3章）
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建設業界建設業界

2. 現状の問題整理（全体像）

発注者
（施主）

(n+1)次下請
下請負人

一次下請

n次下請

許可行政庁
（大臣・知事）

住民・地域
元請負人

一般的な一般的な
施工施工体制体制

④請負人、下請負人
間で発生する問題

【例示】
• 下請に対する代金の不払い
• 下請に対する指値による発注

③元請業者として発生する問題

【例示】
• 建設現場に監理技術者の不設置
• 施工体制台帳等の不作成

外部環境外部環境

通報情報を基に整理すると、建設業界における主な問題の所在は、大きく以下の4つに分類された

他の建設業者（発注者）

②建設業者間で発生
する問題

【例示】
• 談合 建設業者

元請業者

一般的な元下関係一般的な元下関係

①建設業者単体として
発生する問題

【例示】
• 建設業許可における虚偽の申請
• 手抜き工事
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3. 想定対策の整理（全体像）（案）

対策案は、Ａ．建設業者単体の対策、Ｂ．受発注者間、元請下請業者間における対策、Ｃ．行政機関等を活用

する対策の3つの観点から策定する

発注者
（施主）

(n+1)次下請

建設業者

元請業者

一次下請

n次下請

建設業界建設業界

国交省
建設業法令遵守推進本部
（駆け込みホットライン）

公正取引委員会
（独占禁止法違反
関係通報窓口）

行政機関等行政機関等

A.A.建設業者建設業者単体の単体の対策（内対策（内
部統制の視点）部統制の視点）

職務の分掌、相互牽制
内部統制ルールの教育
調達プロセスのルール遵守

相談相談
通報通報

契約書面の文書化の徹底
・契約条件の網羅
契約時期の適正化

B.B.受発注者間、元請下請受発注者間、元請下請
業者間における業者間における対策対策

C.C.行政機関等行政機関等をを活用活用するする対策対策

契約事項が遵守されなかった
場合の通報、相談


